
介護産業の推進・生産性の向上に向けて

一般社団法人全国介護事業者連盟
障害福祉事業部会 大阪府支部 設立総会
全国介護事業者連盟 大阪府支部 年次総会

障害福祉事業部会大阪府支部の設立を記念して、お世話になった方々への感謝と官公庁及び関係者各位、メディア業界関
係者へのお披露目と設立趣旨・目的・活動内容の周知を図ることを目的として開催を企画いたします。

また、全国介護事業者連盟大阪府支部を設立して2年目に突入し、今までの活動内容等をご報告する機会としております。

OFFICIAL HOMEPAGE

日時：２０２２年１１月４日(金)１４：００～１６：００(受付１３：３０～)

会場：あべのハルカス25F会議室（〒545-6025 大阪市阿倍野区阿倍野筋1-1-43）
・近鉄大阪阿部野橋駅 西改札、JR天王寺駅 中央改札、阪堺上町線天王寺駅前よりすぐ
Osaka Metro御堂筋線天王寺駅 西改札、谷町線天王寺駅 南西/南東改札 (B1Fオフィスエントランス使用)

〇会費：1人 ２，０００円（税込）
※お支払方法：Ｐｅａｔｉｘ
〇参加者数想定：３００名程度
※新型コロナ感染状況により、オンラインだけの開催に変更する場合があります。
〇参加予定者：官公庁、業界団体、

介護･障害福祉事業経営者層、介護周辺事業経営者層 他
〇プ ロ グ ラ ム ：

記念講演

kaiziren.or.jp

Peatix（イベント管理サイト）にて申し込み・参加費支払いください。
⇒右のQRコードからお申込みください。
https://event20221104shougaiosaka.peatix.com/view

◎「2024年度改定に向けて一致団結を！」
～障害者総合支援法改正法施行後3年の見直しについて
（令和4年6月13日 社会保障審議会障害者部会報告）を読み解く～

一般社団法人全国介護事業者連盟 障害福祉事業部会 会長 中川 亮

◎「介護保険法改正及び24年同時改定、大改革のゆくえと介護事業者生き残り戦略」
一般社団法人全国介護事業者連盟 理事長 斉藤 正行



お問合せ先：一般社団法人全国介護事業者連盟 障害福祉事業部会 大阪府支部 事務局
TEL０６－６７５８－１８８１ FAX０６－６７５８－１８３１

Mail：shougaifukushi_osaka@kaiziren.or.jp

幹部体制(敬称略)

〇障害福祉事業部会 大阪府支部
【支部長】 藤田直 （株式会社インクルージョン 代表取締役）

【副支部長】 日方智史 （株式会社アイディアルサポート 代表取締役）
【副支部長】 久田哲生 （一般社団法人未来の扉 代表理事）
【副支部長】 前田一成 （株式会社アワハウス 代表取締役）

【幹事】 池尾俊哉 （サンポンド株式会社 代表取締役）
【幹事】 石野英司 （NPO法人 南大阪自立支援センター 理事）
【幹事】 片岡渚 （株式会社ruson 代表取締役）
【幹事】 小島雅士 （エヌ・エフ・ジェイ株式会社 取締役統括本部長）
【幹事】 佐分佐知枝 （社会福祉法人虹のかけはし 八尾市立障害者総合福祉センター 施設長）
【幹事】 杉岡寿一 （株式会社TK-S 代表）
【幹事】 西田幸太朗 （株式会社つなぐ 代表取締役）
【幹事】 橋本恵 （株式会社まほろば 代表）
【幹事】 宮崎忠洋 （株式会社ライフケア 代表取締役）
【幹事】 和田峻介 （株式会社フリーケア 代表取締役）

【幹事・事務局長】 小幡和行 （社会福祉法人慶生会 訪問介護事業部次長）

【事務局次長】 小笹勝弘 （Busifro-Search株式会社 代表取締役）

【監査】 川﨑亜希 （株式会社ワンハート 取締役）
【監査】 杉原広彰 （社会福祉法人虹のかけはし 八尾市立障害者総合福祉センター 事務局長）
【監査】 松岡由将 （わくわく社会保険労務士法人 代表）

〇全国介護事業者連盟 大阪府支部
【支部長】 杉岡 正功 （社会福祉法人慶生会 理事）

【副支部長】 桐山 博 （社会福祉法人博光福祉会 理事長）
【副支部長】 合田 裕実 （社会福祉法人真清福祉会 理事長）
【副支部長】 平栗 潤一 （一般社団法人日本介護協会/有限会社ケアステーション大空 理事長/代表取締役）

【事務局長】 看舎 桂太 （株式会社１９８３ 代表取締役）

介護分野における５大政策方針
１．現場視点によるサービス品質向上を目的とした制度改革の推進
２．科学的介護手法の確立と高齢者自立支援の推進
３．業務効率の向上を目指し、制度のシンプル化、介護現場のICT化･ロボット活用の推進
４．介護職の処遇改善･ステータス向上等の人材総合対策の推進
５．将来を見据え、海外･アジアの介護産業化の推進

障がい福祉分野における５大政策方針
１．多角的視点からのサービス品質向上を目的とした制度改革の推進
２．科学的根拠に基づいた技術・手法の確立と利用者自立支援の推進
３．業務効率、課題解決を目指した、制度のシンプル化、現場の生産性向上の推進
４．障害福祉従事者の処遇改善、ステータス向上、職位の拡大、及び研修機会の確保と情報発信・共有
５．時代の変化とニーズに応える地域共生社会の実現に向けた横断的な取組みの推進

私たちは現場の声を繋げます。


